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第１ 東日本大震災及び熊本地震からの復旧・復興と 

大規模災害対策の確立 

 

東日本大震災から７年余りが経過し、国は、平成２８年度

以降の５年間を「復興・創生期間」と位置付け、必要な支援

を実施している。 

 しかしながら、被災地においては、地域ごとに復興の進捗

状況にばらつきがあり、特に東京電力福島第一原子力発電所

事故により避難を余儀なくされた地域では、未だ多くの被災

者が故郷に帰還することが出来ず、不自由な避難生活が続い

ている。  

また、平成２８年４月に発生した熊本地震は、熊本県を中

心に甚大な被害をもたらし、地域の住民生活や経済活動に重

大な影響を及ぼしている。 

 現在、被災町村では、本格的な復旧・復興に全力で取り組

んでいるところであるが、被災町村の財政基盤は脆弱である

ため、国による万全な支援が不可欠であるとともに、今後は

被災者の「心の復興」がなにより重要である。 

 加えて、将来、想定される南海トラフ地震、首都直下型地

震、東海地震等の大地震や火山噴火、台風、集中豪雨等によ

る大規模災害に備え、災害対策を強化すべきである。 

よって、下記事項の実現を図るよう、強く要望する。 
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記 

 

１ 東日本大震災からの復興   

⑴ 復興のための財政措置等 

① 財政基盤の脆弱な被災町村が、復旧・復興を加速化で

きるよう、国は、被災地の現状と意見を踏まえながら、

「「復興・創生期間」における復興の基本方針」の見直し

を行い、必要な事業を遅滞なく着実かつ円滑に推進する

とともに、復旧・復興が完了するまでは、万全の予算措

置を講じること。  

② 被災自治体に対する人的支援等が中・長期にわたり円

滑に行えるよう、派遣元・派遣先自治体に対する財政支

援を継続すること。  

③ 避難者や被災自治体の行政機能を受け入れている自治

体に係る地方交付税の算定については、当該受け入れに

要する財政需要を通常の財政需要額とは別枠で確保する

こと。 

④ 被災地域の復興のために必要な取組が確実に実施され

るよう、復興交付金制度の期間を復興が完了するまで延

長し、必要な予算措置を講じること。 

⑤ 復興庁の設置期限は平成３２年度末までとなっている

が、震災からの真の復興・再生を成し遂げられるまで、
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国による復興推進体制の維持が不可欠であることから、

復興庁後継組織の検討を進め、確実に設置すること。 

⑵ 被災者支援施策の充実・強化  

① 地震、津波等により生活基盤を失い、未だ厳しい環境

で生活再建に取り組んでいる被災者に対し、保健・医療・

福祉、教育など生活全般にわたるきめ細かい支援を機動

的に実施すること。  

② 被災者の心身のケアや孤立防止、生きがいづくりなど

「心の復興」の取組に万全の措置を講じること。  

⑶ 地域産業の復興支援  

① 農林水産業の復旧・復興が一日も早く実現できるよう、

｢農業・農村の復興マスタープラン｣及び｢水産基本計画」 

に基づく施策を着実に実施すること。 

② 震災や風評被害を受けた商工業や観光業等に対しては、

税財政支援や金融支援等、各支援策の拡充・強化を図る

こと。 

⑷ 公共インフラの早期整備 

① 復旧・復興に係る公共事業の円滑な施行を図るため、 

建設業の人手不足、資材の不足や高騰について、早急に

対策を講じること。 

② 地震・津波によって被害を受けた鉄道、道路、防潮堤、

学校、病院等のインフラ整備を着実に行うこと。 
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２ 原子力災害対策   

⑴ ｢原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針｣

に基づき、原子力災害からの復興・再生を着実に実施する

こと。 

特に、汚染水問題を含む廃炉に向けた取組みについては、

｢中長期ロードマップ」に基づいて、国の責任で着実に実施

すること。 

⑵ 避難指示解除区域への帰還に向けた環境整備を促進す

るため、あらゆる世代の住民が将来に希望を持てるよう、

帰還者への十分な生活再建支援とともに、教育、医療、介

護・福祉、商業施設の復旧・再開、道路整備などへの支援

を強化すること。 

  特に、保健医療福祉を担う人材不足が極めて深刻である

ことから、医師・看護職員、介護職員等の人材確保に向け

た支援を強化すること。 

⑶ 特定復興再生拠点区域整備にあたっては、十分な予算を

確保するとともに、除染はもとより廃棄物等の処理を国の

責任で確実に実施すること。 

  また、特定復興再生拠点区域以外の帰還困難区域につい

ても、将来的に全ての避難指示を解除できるよう、住民帰

還に向け除染やインフラ整備などの支援を講じること。 

⑷ 復興事業の本格化や中間貯蔵施設への本格搬入などによ
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る交通量の増加、また、避難指示解除による住民帰還が進

む中で、さらなる治安維持の強化が求められていることか

ら、避難指示解除区域等の防犯・防火体制を強化すること。 

⑸ 避難指示区域等で増殖した野生鳥獣が周辺地域を含め甚

大な被害を及ぼしていることから、避難指示区域等への帰

還に向けた環境整備を進めるため、抜本的な鳥獣被害防止

対策を講じること。 

 ⑹ 原子力事故により生じた直接被害や風評被害及び地方

公共団体の減収等の損害について、被害の実態に見合った

賠償を的確かつ迅速に行うこと。 

 ⑺ 除染については、フォローアップ除染の実施など除染後

の線量実態に応じた必要な措置を確実に実施すること。 

 ⑻ 間伐等の森林整備と放射性物質対策の一体的な実施、農

業用ダム・ため池の放射性物質対策を加速化すること。 

  また、農業用以外のダム・ため池、河川、湖沼について

も、環境回復の現状を踏まえ、除染対象とするとともに、

国が策定した「森林・林業の再生に向けた総合的な取組」

を着実に進めること。 

 ⑼ 放射性物質に汚染された農林業系副産物の処理につい

て、焼却処理以外の処理方法等を示すとともに当該処理等

に要する経費の財政支援を講じること。 

 ⑽ 中間貯蔵施設に係る「当面５年間の見通し」及び事業方
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針に基づき、最終処分場を含め、国が責任をもって全ての

放射性廃棄物を安全に管理・貯蔵すること。 

 ⑾ 避難が長期化している被災者に対し、住居、雇用、教育

等生活全般について、きめ細やかな支援策を充実・強化す

ること。 

   特に、災害弱者である子どもや高齢者、障がい者等に対

する支援を強化すること。 

 ⑿ 原子力事故に伴う住民の健康管理にあたっては、国が責

任をもって健康被害の防止を図るとともに、不安の払拭に

向けた取り組みを強化すること。 

 ⒀ 原子力災害に伴う風評払拭及び風化防止に向け、国内外

に対する正確な情報発信を強化するとともに、農林水産物

をはじめとした福島県産品の販路の回復・拡大、教育旅行

やインバウンドを含めた観光誘客の促進などへの取組を市

町村等が継続して取り組めるよう必要な財源を十分確保す

ること。 

 ⒁ 全国の児童生徒及び国民が放射線や福島県の実情に係

る知識を正しく理解することができるよう、「福島復興再生

特別措置法」に基づき、教育委員会や学校が行う取組への

支援を行うとともに、いじめや風評、差別等を防止する教

育を推進すること。 
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３ 平成２８年熊本地震からの復旧・復興 

⑴ 今後、町村が財政面で安心感をもって復旧・復興に取り

組んでいくため、国による財政支援への明確な担保と長期

的な支援について、特別な立法措置も含め、東日本大震災

を踏まえた特別の措置を講じること。 

  特に、コミュニティの再生や土地区画整理等の復興事業

に対して、中長期的な財政支援を講じること。 

⑵ 住居を失った住民に対し、災害公営住宅等を速やかに提

供できるよう、最大限の支援と財政措置を講じること。 

⑶ 地震により生活基盤を失い、未だ厳しい環境で生活再建

に取り組んでいる被災者に対し、保健・医療・福祉、教育

など生活全般にわたるきめ細かい支援を機動的に実施す

ること。 

⑷ 大きな被害を受けた道路・橋梁・空港等の公共土木施設、

農林水産業施設、学校教育施設、庁舎等の早期復旧と財政

措置を含めた支援措置を講じること。 

 ⑸ 震災や風評被害等を受けた農林水産業者、商工業者、観

光業者等が事業継続や経営再建できるよう、税財政支援、

金融支援の拡充を行うこと。 

 ⑹ 県内外から人的支援として行われている職員派遣につ

いては、派遣元・派遣先自治体ともに財政負担が生じない  

よう万全の措置を講じること。 
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４ 集中豪雨等による大規模災害からの復旧・復興 

 ⑴ 近年、記録的な豪雨により、九州北部等において、河川

の氾濫や土砂崩れなどによる甚大な被害が発生している

ことから、被災地の復旧・復興対策等に係る財政負担の軽

減のため、十分な財政支援を講じること。 

 ⑵ 県内外から人的支援として行われている職員派遣につ

いては、派遣元・派遣先自治体ともに財政負担が生じない

よう万全の措置を講じること。 

 

５ 大規模災害対策の確立   

⑴ ｢災害対策基本法」、「大規模災害からの復興に関する法

律」、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・

減災等に資する国土強靭化基本法」、｢南海トラフ地震に係

る地震防災対策の推進に関する特別措置法」、「首都直下地

震対策特別措置法」、「活動火山対策特別措置法」が円滑に

運用できるよう、町村に対し、技術的・財政的支援を行う

こと。 

また、火山噴火、台風、集中豪雨等による大規模災害に

対応するため、国民の生命・財産を守るための社会資本整

備に十分な予算を確保すること。 

⑵ 庁舎や避難所など公共施設の耐震化対策に計画的に取

り組めるよう、緊急防災・減災事業債の恒久化・拡充など、
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国土強靭化と防災・減災対策を加速するための財政措置を

講じること。 

⑶ 多数の者が利用する大規模建築物の耐震改修を更に促

進するため、耐震対策緊急促進事業を延長・拡充すること。 

⑷ 地震・津波・火山噴火に対する予知観測施設の強化及び

災害予報体制を早急に確立すること。 

⑸ 大規模災害時に生じる膨大な災害廃棄物について、広域

的な処理体制を確立すること。 

⑹ 大規模災害発生時に大量の避難民が発生した場合に備

え、応急仮設住宅用の土地及び被災者用住宅を事前に確保

すること。 

⑺ 発災後の新たなまちづくりを迅速かつ円滑に進めるた

め、全国の地籍調査が速やかに完了するよう、公共事業に

位置付けるなど新たな制度を構築すること。 

⑻ 役場機能が滅失した場合に備え、広域的なバックアップ

体制を確立すること。 

 ⑼ 地域防災力を強化するため、消防職員及び警察職員を除

く全ての地方公務員が、勤務時間外においても、消防団員

と同等の災害対応能力を発揮できる新たな制度を構築する

こと。 
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第２ 地方創生のさらなる推進 

 

我が国は急速な少子・高齢化、本格的な人口減少社会が到来

し、特に多くの町村においては、町村の基幹産業である農林漁

業の低迷や若年人口の減少により地域経済は衰退し、厳しい状

況にある。 

こうした中、政府は、平成２６年１２月、人口減少の克服と

地方創生に向けて、２０６０年に１億人程度の人口を確保する

｢長期ビジョン｣と今後５か年の政策目標・施策を策定する「総

合戦略」を策定した。 

今年度は、「総合戦略」の４年目に当たることから、政府にお

いては、ライフステージに応じた地方創生の充実・強化を図る

こととしている。 

現在、町村では創意工夫を活かした施策を盛り込んだ地方版

総合戦略等に基づいて、住民等と一体となって本格的な「事業

展開」に取り組んでいるところであり、地方創生をさらに深化

させるためにも、その流れを加速させなければならない。 

よって、下記事項の実現を図るよう、強く要望する。 

 

記 

 

１ ｢地方人口ビジョン」及び「地方版総合戦略」を踏まえ、町
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村が創意工夫により施策を進める上で支障となる法令や制

度等について見直しを行うとともに、町村が実施するこれら

の施策について、制度的にも財政的にも支援すること。 

 

２ 人口減少の克服と地方創生のため、町村が自主性・独自性

を発揮し、様々な施策を着実に進めることができるよう、「ま

ち・ひと・しごと創生事業費」（１兆円）の拡充・継続を図る

こと。 

 

３ 地方創生推進交付金については、新たな発想や創意工夫を

活かした事業に柔軟かつ積極的に取り組んでいけるよう、自

由度の高いものとするとともに、その規模を拡充すること。 

また、地方創生に係る事業を円滑に実施するため、必要な

財源を継続的に確保すること。 

 

４ 地方への新しいひとの流れをつくり、東京一極集中を是正

するため、企業・大学・政府機関等の地方移転など、引き続

き積極的に推進すること。   

 

５ 都市から地方への移住・交流を推進するため、若者を中心

としたＵＩＪターン対策の抜本的強化、女性や高齢者等の活

躍の推進、国民の関心を惹きつける効果的・戦略的な情報発
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信などの取組を積極的に推進すること。 

 

６ 地方創生に積極的に取り組む小規模町村に対し、国家公務

員等の人材を派遣する「地方創生人材支援制度」については、

希望する町村に適切な人材を派遣されるよう、必要な人材を

確保すること。 

 

７ 国と地方が一層連携を強め、地方創生を推進していくため

にも、今後の参議院選挙制度の抜本的な見直しにあたっては、

単に人口の多寡にかかわらず、地方の意見を十分国政に反映

できる地方創生にふさわしい仕組みを構築すべきであり、都

道府県単位による代表が国政に参加することが可能な選挙

制度とすること。 
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第４ 町村財政の強化 

 

 町村は、自主財源の乏しい中、自ら徹底した行財政改革を断

行し、少子・高齢社会への対応、生活関連社会資本の整備、教

育・文化の振興、農林水産業の振興、資源循環型社会の構築、

国土保全などの諸課題に積極的に取り組んでいるが、依然とし

て厳しい経済・雇用情勢が続いている。 

 一方、我が国では、人口減少の克服と地方創生に向けて、国・

地方が一体となって本格的な事業展開に取り組んでいるとこ

ろである。 

 こうした中で、町村が地域の実情に応じて創意工夫を凝らし、

自主性・独自性を最大限発揮して地域づくりを進めるためには、

地方の社会保障財源の安定的確保、税源移譲と偏在性の少ない

安定的な地方税体系の構築を進める一方、大都市への税財源の

一極集中を是正し、地方交付税総額と合わせ、一般財源総額の

充実確保が不可欠である。  

 よって、下記事項の実現を強く要望する。  

 

記 

 

１ 地方税等自主財源の強化   

⑴ 地方の歳出規模と地方税収入の大幅な乖離を縮小する
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ため、国税と地方税の税源配分を歳出ベースに合わせるこ

と。  

⑵ 偏在性の少ない居住地課税である地方消費税の充実強

化を図ること。   

⑶ 幼児教育の無償化や待機児童の解消など消費税率 

１０％引上げの財源を活用した社会保障施策の具体化にあ

たっては、地方と十分協議するとともに、国の責任におい

て必要な地方財源を確実に確保すること。 

また、消費税率引上げまでの間においても、町村におけ 

る社会保障施策の推進に支障が生じることのないよう、必

要な財源を確保すること。 

⑷ 消費税率１０％時における軽減税率制度の導入にあ 

たっては、地方の社会保障財源に影響を与えることのない

よう、安定的な恒久財源を確実に確保すること。 

⑸ 東京への税財源の一極集中を是正すること。 

⑹ 個人住民税については、地域の住民サービスを支える基

幹税としての役割や応益課税としての性格の重要性を踏ま

え、その充実・確保を前提として検討を行うとともに、課

税ベースの縮小につながるような新たな税額控除の導入や

政策誘導的な控除の拡大は行わないこと。 

⑺ 地方法人課税における偏在是正のための新たな措置を

検討するにあたっては、消費税率１０％段階において地方
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法人特別税・譲与税が廃止され法人事業税に復元されるこ

と等を踏まえるとともに、町村の行政サービスの低下を招

かないよう留意すること。 

⑻ 固定資産税における償却資産については、資産の保有と

市町村の行政サービスとの受益の関係に着目して課税され

るものであり、事業の用に供している限り、一定の価値が

存することから、現行制度を堅持すること。 

なお、平成３０年度税制改正において創設された固定資

産税の時限的な特例措置については、今回限りのものとし、

その期限の到来をもって確実に終了するとともに、その期

限までの期間内であっても対象の拡充は断じて行わないこ

と。 

⑼ 地方税に影響を及ぼす国税の特別措置及び地方税の非

課税措置を整理縮小し、町村税源の確保を図ること。 

特に、固定資産税における非課税措置、課税標準の特例

措置の整理合理化を図ること。 

⑽ 自動車関係諸税の見直しにあたっては、町村にとって極

めて貴重な財源であることから、町村財政へ影響を及ぼす

ことのないよう、確実に代替財源を確保すること。  

⑾ 国有提供施設等所在市町村助成交付金（基地交付金）及

び施設等所在市町村調整交付金（調整交付金）を充実確保

すること。 
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⑿ 入湯税は、温泉観光地の所在する町村にとって、環境衛

生施設、消防施設等の設備や観光振興のための貴重な財源

となっていることから、現行制度を堅持すること。 

⒀ ゴルフ場利用税は、道路整備や環境対策など、ゴルフ場

所在町村の行政サービスと密接な関係を有し、本税の１０

分の７が町村にとって極めて貴重な財源となっていること

から、現行制度を堅持すること。  

⒁ 平成３１年度税制改正において創設されることとなっ

た森林環境税（仮称）及び森林環境譲与税（仮称）につい

ては、今後は都道府県と市町村の役割分担、市町村の事業

実施体制の確保等が円滑に進むよう、必要な助言や十分な

説明を行うなど、制度の円滑な実施に向けた取組を進める

こと。 

  また、森林環境譲与税（仮称）を財源として実施する森

林整備等に係る歳出を地方財政計画に的確に反映させるこ

と。 

 

２ 地方交付税の充実強化  

⑴ 地方交付税は、地方固有の財源であり、その性格を制度

上明確にするため、名称を「地方共有税」に変更すること。 

また、国の一般会計を経由せず「地方交付税（地方共有

税）及び譲与税特別会計」に繰り入れること。 
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⑵ 地方交付税の原資は地域偏在性の比較的大きな税目構

成となるようにすること。 

⑶ 地方交付税（地方共有税）の財源保障機能及び財源調整

機能に則り、地方財政計画に町村の財政需要を適切に反映

させ、地方交付税の総額を確保すること。  

また、大幅な地方の財源不足が続いていることから、地

方交付税（地方共有税）の法定率を引き上げること。 

⑷ 地方の歳出については、平成３１年度以降についても町

村の安定的な財政運営に必要な地方交付税等の一般財源

総額を確実に確保すること。 

⑸ 地方は国を大きく上回る行財政改革を実施する中で、不

測の事態による税収減や災害への対応に備えるとともに、

地域の様々な課題に対処するため、基金の積立を行ってい

るところであり、基金の増加を理由に地方歳出の削減を行

わないこと。 

⑹ 人口減少の克服と地方創生のため、町村が自主性・独自

性を発揮し、様々な施策を着実に進めることができるよう、

｢まち・ひと・しごと創生事業費」（１兆円）の拡充・継続

を図ること。 

⑺ ｢まち・ひと・しごと創生事業費」に係る地方交付税の算

定にあたっては、今後徐々に取組みの成果（成果指標）に

よる算定方式にシフトするとされているが、条件不利地域
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や財政力の弱い町村において、人口減少の克服と地方創生

の目的を達成するためには、長期にわたる取組みが必要で

あることを十分に考慮すること。 

⑻ 基準財政需要額の算定にあたっては、過疎、離島、豪雪 

等の条件不利地域の多様な財政需要を的確に反映するこ 

と。 

また、民間委託等の業務改革を推進するトップランナー

方式が導入されたが、具体の算定にあたっては、町村の実

情を十分踏まえるとともに、行財政運営に支障をきたすこ

とのないようにすること。 

⑼ 町村が人口割合に比べて広い面積を有し、国土保全、水

源涵養、食料生産、地球温暖化防止等に重要な役割を果た

していることを考慮し、人口を中心とした配分基準を是正

すること。 

また、現在、湖沼面積を自治体面積に含めて基準財政需

要額を算定しているが、これを海域面積にも適用すること。 

 

３ 地方債の改善充実   

⑴ 防災・減災対策、公共施設の老朽化対策及び地域の活性

化への取組み等を着実に推進できるよう、地方債資金の所

要総額の確保を図るとともに、長期・低利な公的資金（特

に、地方公共団体金融機構資金）を安定的に確保すること。 
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⑵ 臨時財政対策債をはじめ累積する地方債の元利償還に

ついては、将来において町村の財政運営に支障が生じるこ

とのないよう、万全の財源措置を講じること。   
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